
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 だ一ちゃらぼ

1 事業の成果
令和 3年度は、令和 4年度から実施する事業の準備期間として活動を行った。

0連携先の確保

。地域で活動しているNPO団体や一般社団法人を中心としたネットワーク会議への参加

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事
者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象
ヨ4
徊

人数

事業費
(千
円)

子ども若者の居
場所作り事業

次年度から実施

0

次年度から実施

メンタルヘルス
に関わる相談及
び検査事業

次年度から実施

0

次年度から実施

子ども若者のメ
ンタルヘルスに
関わる啓発事業

次年度から実施 0

外部団体に対す
る研修講師派遣
およびコンサル
ティング事業

次年度から実施 0



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上い場合)
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正会員受取会費
賛助会員受取会費
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2 受取轟附會
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施設等受入評価益

受取助成金
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外蔀団体に対する研修謹師派遣お上rドコンサルテイング事業政器
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

だ一ちゃらば
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2

令和3年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人だ一ちゃらぼ

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日
2017年12月 12日最終改正 ⅣO法人会計基準協議会)によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は,税込み方式によつていいます。

2.事 業別損益の状況

事 業 報 告 用

子ども若者
の居場所作
リコ諄雪毯

メンタルヘ

ルスに関わ

る相談及び
綸杏事業

子ども若者
のメンタル
ヘルスに関
わる啓発事
業

外部団体に
対する研修
講師派遣お
よびコンサ
ルティング
事業

事業部門計 管理部門 合計科 目

200,000

50,000 50,000

200,000

250.001Ａ
Ｕ 200.000 Ｔ
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ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ
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1.受取会費
2.受取寄附金
3,受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

内 容 監箋 :] 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法
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活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

計上された 及び支配法
内、役員と
の取引

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和3年度 財産目録
事 業 報 告 用

ゃらば
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 〈蘭事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報目の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人  だ一ちやらぼ

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1

⌒

磋里多)監事
r)r," rli 令和4年 1月 7日

令和4年3月 31日

年  月  日

年  月  日松葉 百合香

2
⌒

磋堅3)監事
υノウカナ 令和4年 1月 7日

令和4年3月 31日

年  月 日

日年 月加納 佳奈

3
″
´~｀
ヽ

運堅多′監事
カツラカ
゛
ワ タイスケ 令和4年 1月 7日

令和4年3月 31日

年  月  日

年  月  日桂川 泰典

4 理事o

zll" tttn 令和4年 1月 7日

令和4年3月 31日

年 月

月

日

日年吉田 昌弘

5 理事 。監事
年  月  日

年:  月   日

年  月  日

年  月  日

′
０ 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

7 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

０
０ 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

Ｏ

ν 理事・監事

年 月

月

日

日年

年   月   日

年  月  日

10 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人だ一ちゃらば

氏   名

1
松葉 百合香

2
加納 佳奈

3 桂川 泰典

4 吉田 昌弘

5
高橋 鮎美

6 秋葉 杏樹

7 高橋 友梨香

8 廣瀬 史佳

9 池田 寛人

10
佐々木 香

11
立‖1 菜花

12


